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諮問第 24号説明資料 

電波法施行規則等の一部を改正する省令案 

（４Ｇ周波数における５Ｇの導入及びＢＷＡの高度化） 

 

 

１ 諮問の概要  

第４世代移動通信システム（以下「４Ｇ」という。）及び広帯域移動無線アクセスシステム（以下「ＢＷＡ」という。）で使用し

ている周波数帯については、平成 31 年４月に割り当てられた第５世代移動通信システム（以下「５Ｇ」という。）周波数よりも低

い周波数を使用していることから、モビリティの確保等に向けて広域な５Ｇエリアを構築するためにも、５Ｇとしても利用したい

というニーズがある。こうしたニーズを踏まえ、情報通信審議会情報通信技術分科会新世代モバイル通信システム委員会において、

平成 30年 12月から令和２年３月にかけて、「第５世代移動通信システム（５Ｇ）及びＢＷＡの高度化に関する技術的条件」につい

て検討を行い、本年３月 31日に情報通信審議会より一部答申を受けた。 

  同答申を踏まえ、４Ｇ周波数における５Ｇの導入及びＢＷＡの高度化等に向けた制度整備等のため、電波法施行規則等の一部改

正を行うものである。 

 

２ 改正概要  

○ 特定無線局の無線設備の規格に、ＦＤＤ方式の５Ｇ及び５Ｇと互換性のあるＢＷＡを追加   （電波法施行規則 第 15 条の３） 

○ 無線局事項書様式の注に、高度化した地域ＢＷＡ及び自営等ＢＷＡに関する記述を追加 （無線局免許手続規則 別表第２号第２） 

○ ＴＤＤ方式の５Ｇ周波数の拡張、ＦＤＤ方式の５Ｇ及び５Ｇと互換性のあるＢＷＡの技術基準を追加 

（無線設備規則 第３条、第 14 条、第 24 条、第 49 条の６の９、第 49 条の６の 10、第 49 条の６の 12、第 49 条の６の

13、第 49条の 29、第 49条の 29の２、第 57 条の３、別表第一号、別表第二号及び別表第三号） 

○ 特定無線設備の対象に、ＦＤＤ方式の５Ｇ及び５Ｇと互換性のあるＢＷＡを追加 

（特定無線設備の技術基準適合証明等に関する規則 第２条、別表第一号、別表第二号及び様式第７号） 

※ 必要的諮問事項はゴシック体 
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３ 施行期日  

答申を受けた場合は、速やかに関係省令を改正予定（公布日の施行を予定）。 

 

４ 意見募集の結果  

本件に係る行政手続法（平成５年法律第 88号）第 39条第１項の規定に基づく意見公募の手続について、令和２年５月 30日（土）

から令和２年６月 29日（月）までの期間において実施したところ、当該省令案等に対する意見の提出が 177件あった。 

（当該省令案等について全く言及しておらず、当該省令案等と無関係と判断されるものが１件あった。） 



移動通信システムの進化 （第１世代～第５世代）
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第５世代移動通信システム(５Ｇ)とは

膨大な数の
センサー・端末

スマートメータ―

カメラ

2G 3G LTE/4G

低遅延

同時接続

移動体無線技術の
高速・大容量化路線

超高速

現在の移動通信システムより
100倍速いブロードバンドサー
ビスを提供

多数同時接続
スマホ、PCをはじめ、身の回り
のあらゆる機器がネットに接続

超低遅延

利用者が遅延（タイムラグ）を
意識することなく、リアルタイム
に遠隔地のロボット等を操作・
制御

5G

＜5Gの主要性能＞ 超高速

超低遅延

多数同時接続

社
会
的
な
イ
ン
パ
ク
ト
大

最高伝送速度 10Gbps 
1ミリ秒程度の遅延
100万台/km²の接続機器数

⇒２時間の映画を３秒でダウンロード（LTEは5分）

⇒ロボット等の精緻な操作（LTEの10倍の精度）を
リアルタイム通信で実現

⇒自宅部屋内の約100個の端末・センサーがネットに接続
（LTEではスマホ、PCなど数個）

ロボットを遠隔制御

5Gは、AI/IoT時代のICT基盤

1993年 2001年 2010年 2020年
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わが国における５Ｇ用周波数の割当て（平成31年４月）

【3.7GHz帯】

【4.5GHz帯】

4500MHz

⑥
NTTドコモ

100MHz ↑↓

【28GHz帯】

②
NTTドコモ

400MHz ↑↓

①
楽天モバイル
400MHz ↑↓

③
楽天モバイル
100MHz ↑↓

②
KDDI/沖縄セルラー電話

100MHz ↑↓
3600MHz 3700MHz 3800MHz

④
ソフトバンク

100MHz ↑↓

⑤
KDDI/沖縄セルラー電話

100MHz ↑↓
3900MHz 4000MHz 4100MHz

①
NTTドコモ

100MHz ↑↓

④
ソフトバンク

400MHz ↑↓
27.0GHz 27.4GHz 27.8GHz 29.1GHz 29.5GHz28.2GHz

4600MHz

○ 平成31年４月に、3.7GHz帯及び4.5GHz帯（3600-4100MHz、4500-4600MHz）並びに
28GHz帯（27-28.2GHz及び29.1-29.5GHz）の周波数について、特定基地局の開設計画の認定申
請を行ったNTTドコモ、KDDI/沖縄セルラー電話、ソフトバンク、楽天モバイルに対して、開設指針
に基づく審査結果を踏まえ、割当てを実施。

［3.7GHz帯及び4.5GHz帯］ ２枠割当て：ＮＴＴドコモ、ＫＤＤＩ／沖縄セルラー電話
１枠割当て：ソフトバンク、楽天モバイル

［28GHz帯］ １枠割当て：全ての申請者

○ 令和２年３月から順次、携帯電話事業者による５G商用サービスが開始

※ １枠当たり100MHz幅

※ １枠当たり400MHz幅

③
KDDI/沖縄セルラー電話

400MHz ↑↓
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周波数 700MHz 800MHz 900MHz 1.5GHz 1.7GHz 2GHz 2.5GHz 3.4GHz
3.5GHz

3.7GHz
4.5GHz
28GHz

世代

第2世代

第3.9世代

移行

BWA
（第4世代と互換）

第4世代

第3.9世代

第3世代

第3.5世代

第2世代

移行

第5世代

第3.9世代 第3.9世代 第3.9世代第3.9世代

第3世代

第3.5世代 第3.5世代第3.5世代第3.5世代

第4世代 第4世代第4世代 第4世代第4世代 第4世代

第5世代 第5世代 第5世代 第5世代 第5世代 第5世代 第5世代 第5世代

2019年4月に割当て済

５Ｇ化のニーズ

携帯電話等の周波数帯

４Ｇ及びＢＷＡで使用されている周波数帯において、５Gへの高度化（BWAにあっては
５Gと互換性のあるBWA方式への高度化）を行うべく、制度整備を行う。



 2019年４月に携帯電話事業者４者に5G用周波数（3.7/4.5GHz帯、28GHz帯）を割当て。
 今後、既存の4G等で使用しているバンドにおいて5G化を可能とし、5Gの広域なカバーを実現することで、
地域の産業などの５Gの利活用を加速することが期待されており、
2020年3月には４G用周波数の５G化に関する技術的条件が策定された。

既存の４Ｇ等で使用しているバンドにおける５Ｇ化

LTE（4G）※

3.7/4.5GHz帯

3.7/4.5GHz帯

ミリ波

ミリ波

既存4G用周波数を5G化

ミリ波

広域なエリアカバーに適した
低い周波数帯

広い帯域を確保できる
高い周波数帯

※5G未対応の端末でも4Gで使用可能
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青枠：FDD方式

赤枠：TDD方式

携帯無線通信(FDD)の
中継を行う無線局
（CDMA2000/W-CDMA/
HSDPA/EV-DO/
LTE（FDD）/NR（FDD)）

CDMA2000/W-CDMA/HSDPA/EV-DO
（携帯無線通信の中継を行う無線局を除く）

LTE（FDD）
（携帯無線通信の中継を行う無線局を除く）

（eMTC/NB-IoTを含む）

基地局

陸上移動局（端末）

試験・調整通信用

第49条の６の４（第３条第３号）
第49条の６の５（第３条第４号）

第49条の６の９
（第３条第４号の５）

小電力レピータ

陸上移動中継局

第49条の６

LTE（TDD）
5GNR (TDD)

（Sub6帯、準ミリ波帯毎に規定）

第49条の６の12
（第３条第４号の７）

携帯無線通信を行う無線局

第49条の28
（第３条第11号）

WiMAX R1.0

広帯域移動無線アクセスシステム（ＢＷＡ）の無線局

第49条の29
（第３条第12号）

第49条の６の10
（第３条第４号の５）

第49条の６の13
（第３条第４号の７）

5GNR (ＦＤＤ)

第３世代 第４世代 第５世代

今回追加

携帯無線通信・ＢＷＡに係る技術基準（無線設備規則）

基地局と陸上移動局が別々の周波数を使用する方式

基地局と陸上移動局が同じ周波数を交互に使用する方式

基地局

陸上移動局（端末）

小電力レピータ
（3.5GHz帯のみ）

陸上移動中継局

基地局

陸上移動局（端末）

基地局

陸上移動局（端末）

基地局

陸上移動局（端末）

小電力レピータ

陸上移動中継局

基地局

陸上移動局（端末）

試験・調整通信用

XGP Ver2.3/WiMAX R2.1AE
（eMTCを含む）

第49条の29の２
（第３条第12号の２）

XGP ver4.0/WiMAX R3.0

基地局

陸上移動局（端末）

小電力レピータ
（3.5GHz帯のみ）

陸上移動中継局

基地局

陸上移動局（端末）

試験・調整通信用

第４世代と互換性あり 第５世代と互換性あり携帯電話と別の規格

周波数帯域を拡張

※第３～５世代を
まとめて規定

今回追加

【対象周波数帯】
700MHz、800MHz
900MHz、1.5GHz

1.7GHz、2GHz
【対象周波数帯】
3.4GHz、3.5GHz

【対象周波数帯】
3.4GHz、3.5GHz
3.7GHz、4.5GHz
28GHz
【下線周波数帯追加】

【対象周波数帯】
700MHz、800MHz
900MHz、1.5GHz

1.7GHz、2GHz

【対象周波数帯】
2.5GHz

【対象周波数帯】
2.5GHz



9４Ｇ周波数における５Ｇの導入及びBWAの高度化等に向けた省令・告示の改正

○ 情報通信審議会答申（令和２年３月）に基づき、現在４Gで用いられている700MHz帯、800MHz帯、900MHz帯、
1.5GHz帯、1.7GHz帯、2GHz帯、3.4/3.5GHz帯の周波数における５Gの導入、2.5GHz帯における５Gと互換性のある
BWA方式の導入に向けた省令（電波法施行規則等）及び関連の告示を改正するもの。

○ 令和２年５月30日（土）～同年６月29日（月）の間で意見募集を実施。

主な改正点

概要

○ 電波法施行規則

⇒特定無線局の無線設備の規格の追加（第15条の３） ※包括免許の対象規格とするため

○ 無線局免許手続規則

⇒無線局事項書様式の注に、高度化した地域ＢＷＡ及び自営等ＢＷＡに関する規定を追加（別表第２号第２）

○ 無線設備規則

⇒ ①時分割複信方式を使用する５Gの技術基準について、3.7GHz帯の周波数範囲を3,600-4,100MHzから、
3,400MHz-4,100MHzに拡張（第49条の６の12）

②周波数分割複信方式を使用する５Gの技術基準を追加（第49条の６の13を新設）

③５Gと互換性のあるBWAの技術基準を追加（第49条の２９の２を新設）

○ 特定無線設備の技術基準適合証明等に関する規則

⇒特定無線設備として、５G（FDD)基地局、５G（FDD)陸上移動局、BWA（５G互換）基地局、

BWA（５G互換）陸上移動局を追加（第２条第１項第１１号の３３、第11号の３４、第５４号の５、第５４号の６）

○ ５G及びBWAの技術的条件を定める告示の改正及び新規制定

⇒隣接チャネル漏えい電力、スプリアス発射又は不要発射の強度の許容値等を規定

○ その他関係告示の整備



10（参考１） ５Ｇ（ＦＤＤ－ＮＲ）及びＢＷＡ（５Ｇ互換）の主な技術基準

５Ｇ（ＦＤＤ-ＮＲ） ＢＷＡ-ＮＲ

周波数帯 700MHz帯、800MHz帯、900MHz帯、1.5GHz帯、1.7GHz帯、2GHz帯 2,545-2,655MHz

通信方式 FDD TDD

アンテナ アクティブフェーズドアレイアンテナの規定無し アクティブフェーズドアレイアンテナの規定有り

多重化方式／
多元接続方式

基地局 OFDM及びTDM OFDM及びTDM

移動局 OFDMA又はSC-FDMA OFDMA又はSC-FDMA

変調方式
基地局 QPSK/16QAM/64QAM/256QAM QPSK/16QAM/64QAM/256QAM

移動局 BPSK/π/2-BPSK/QPSK/16QAM/64QAM/256QAM BPSK/π/2-BPSK/QPSK/16QAM/64QAM/256QAM

占有周波数帯幅の
許容値

基地局 5MHz/10MHz/15MHz/20MHz 10MHz/20MHz/30MHz/40MHz/50MHz

移動局 5MHz/10MHz/15MHz/20MHz 10MHz/20MHz/30MHz/40MHz/50MHz

最大空中線電力
及び空中線電力
の許容偏差

基地局 定格空中線電力の±2.7dB以内 定格空中線電力の±3.0dB以内

移動局
定格空中線電力の最大値は23dBm以下

定格空中線電力の最大値は26dBm以下

(キャリアアグリゲーションする場合は23dBm以下)

定格空中線電力の+3.0dB/-6.7dB 定格空中線電力の+3.0dB/-6.7dB

周波数の許容偏差
基地局

±(0.05ppm＋12Hz）以内（38dBmを超えるもの）
±(0.1ppm ＋12Hz）以内（38dBm以下のもの）

±(3ppm）以内

移動局 ±(0.1ppm＋15Hz）以内 ±(3ppm）以内

搬送波を送信していな
いときの漏えい電力

移動局 周波数幅あたりの平均電力が-48.5dBm以下 周波数幅あたりの平均電力が-30dBm以下

副次的に発する
電波等の強度

基地局

-57dBm/100kHz 以下（30MHz以上1,000MHz未満）
-47dBm/1MHz 以下（1,000MHz以上2,010MHz未満及び2,025MHz以上
12.75GHz未満）
-54ｄBm/1MHz以下（2,010MHz以上2,025MHz以下）

-57dBm/100kHz 以下（空中線端子有、30MHz以上1,000MHz未満）
-47dBm/1MHz 以下（空中線端子有、1,000MHz以上使用する周波数の5倍未満）
-36dBm/100kHz 以下（空中線端子無、30MHz以上1,000MHz未満）
-30dBm/1MHz 以下（空中線端子無、1,000MHz以上使用する周波数の5倍未満）
但し、空中線端子有の基地局のうちアクティブアンテナを使用するものは許容値
に10log(N)dBを足した値以下

移動局
-57dBm/100kHz 以下（30MHz以上1,000MHz未満）
-47dBm/1MH 以下（1,000MHz以上12.75GHz以下）

-36dBm/1MHz 以下（6GHz以上20GHz以下）
-30dBm/1MHz 以下（1,000MHz以上上端の周波数の5倍未満）

不要発射強度の値
基地局 占有周波数帯幅毎に隣接ﾁｬﾈﾙ漏えい電力、ｽﾍﾟｸﾄﾗﾑﾏｽｸ、ｽﾌﾟﾘｱｽを規定 占有周波数帯幅毎に隣接ﾁｬﾈﾙ漏えい電力、ｽﾍﾟｸﾄﾗﾑﾏｽｸ、ｽﾌﾟﾘｱｽを規定

移動局 占有周波数帯幅毎に隣接ﾁｬﾈﾙ漏えい電力、ｽﾍﾟｸﾄﾗﾑﾏｽｸ、ｽﾌﾟﾘｱｽを規定 占有周波数帯幅毎に隣接ﾁｬﾈﾙ漏えい電力、ｽﾍﾟｸﾄﾗﾑﾏｽｸ、ｽﾌﾟﾘｱｽを規定



11（参考２） ５Ｇ（ＴＤＤ－ＮＲ）の主な技術基準

５Ｇ（ＴＤＤ-ＮＲ）

周波数帯 3.4-4.1GHz、4.5-4.9GHz 27-28.2GHz、28.3-29.5GHz

通信方式 TDD TDD

アンテナの種別 アクティブフェーズドアレイアンテナの規定無し アクティブフェーズドアレイアンテナの規定有り

多重化方式／
多元接続方式

基地局 OFDM及びTDM OFDM及びTDM

移動局 OFDMA又はSC-FDMA OFDMA又はSC-FDMA

変調方式
基地局 QPSK/16QAM/64QAM/256QAM QPSK/16QAM/64QAM/256QAM

移動局 BPSK/π/2-BPSK/QPSK/16QAM/64QAM/256QAM BPSK/π/2-BPSK/QPSK/16QAM/64QAM/256QAM

占有周波数帯幅の
許容値

基地局 10MHz/15MHz/20MHz/30MHz/40MHz/50MHz/60MHz/70MHz/80MHz/90MHz/100MHz 50MHz/100MHz/200MHz/400MHz

移動局 10MHz/15MHz/20MHz/40MHz/50MHz/60MHz/80MHz/90MHz/100MHz 50MHz/100MHz/200MHz/400MHz

最大空中線電力
及び空中線電力
の許容偏差

基地局
定格空中線電力の±3.0dB以内（空中線端子あり）
定格空中線電力の±3.5dB以内（空中線端子なし）

定格空中線電力の±5.1dB以内

移動局
定格空中線電力の最大値は23dBm以下 定格空中線電力の最大値は23dBm以下

定格空中線電力の+3.0dB/-6.7dB 定格空中線電力に2.7dBを加えた値以下

周波数の許容偏差
基地局

±(0.05ppm＋12Hz）以内（38dBmを超え空中線端子有、47dBmを超え空中線端子無又
は38dBm+10log(N)超え空中線端子有のアクティブアンテナ基地局）
±(0.1ppm ＋12Hz）以内（38dBm以下空中線端子有、47dBm以下空中線端子無又は
38dBm+10log(N)以下空中線端子有のアクティブアンテナ基地局）
但し、Nは1つの搬送波を構成する無線設備の数又は８のいずれか小さい方の値

±(0.1ppm＋12Hz）以内

移動局 ±(0.1ppm＋15Hz）以内 ±(0.1ppm＋0.005ppm）以内

搬送波を送信していな
いときの漏えい電力

移動局 周波数幅あたりの平均電力が-48.2dBm以下
50MHz/100MHz/200M/400MHzの周波数幅あたりの平均電力がそれぞれ

-13.6dBm/-10.6dBm/-7.6dBm/-4.6dBm 以下

副次的に発する
電波等の強度

基地局

-57dBm/100kHz 以下（空中線端子有、30MHz以上1,000MHz未満）
-47dBm/1MHz 以下（空中線端子有、1,000MHz以上使用する周波数の5倍未満）
-36dBm/100kHz 以下（空中線端子無、30MHz以上1,000MHz未満）
-30dBm/1MHz 以下（空中線端子無、1,000MHz以上使用する周波数の5倍未満）
但し、空中線端子有の基地局のうちアクティブアンテナを使用するものは許容値に
10log(N)dBを足した値以下

-36dBm/100kHz 以下（30MHz以上1,000MHz未満）
-30dBm/1MHz 以下（1,000MHz以上18GHz未満）
-15dBm/10MHz以下（18GHz以上23.5GHz未満、32.5GHz以上41.5GHz未満）
-10dBm/10MHz以下（23.5GHz以上25GHz未満、31GHz以上32.5GHz未満）
-20dBm/10MHz以下（41.5GHz以上上端の周波数の2倍未満）

移動局
-57dBm/100kHz 以下（30MHz以上1,000MHz未満）
-47dBm/1MH 以下（1,000MHz以上使用する周波数の5倍未満）

-36.8dBm/1MHz 以下（6GHz以上20GHz以下）
-29.8dBm/1MHz 以下（20GHzを超え40GHz以下）
-13.9dBm/1MHz 以下（12.75GHz以上使用する周波数の2倍未満）

不要発射強度の値
基地局 占有周波数帯幅毎に隣接ﾁｬﾈﾙ漏えい電力、ｽﾍﾟｸﾄﾗﾑﾏｽｸ、ｽﾌﾟﾘｱｽを規定 占有周波数帯幅毎に隣接ﾁｬﾈﾙ漏えい電力、ｽﾍﾟｸﾄﾗﾑﾏｽｸ、ｽﾌﾟﾘｱｽを規定

移動局 占有周波数帯幅毎に隣接ﾁｬﾈﾙ漏えい電力、ｽﾍﾟｸﾄﾗﾑﾏｽｸ、ｽﾌﾟﾘｱｽを規定 占有周波数帯幅毎に隣接ﾁｬﾈﾙ漏えい電力、ｽﾍﾟｸﾄﾗﾑﾏｽｸ、ｽﾌﾟﾘｱｽを規定
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定めようとする命令等の題名 根拠法令条項

(1) 電波法施行規則等の一部を改正する省令 電波法（昭和25年法律第131号）

(2)
平成31年総務省告示第23号（シングルキャリア周波数分割多元接続方式又は直交周波数
分割多元接続方式携帯無線通信を行う無線局並びにローカル５Ｇの無線局の送信装置で
あって、時分割複信方式を用いるものの技術的条件を定める件）の一部を改正する告示

無線設備規則（昭和25年電波監理委員会規則第18号）第49条の６の12第１項第２号ロ、第２
項第２号ロ、別表第２号第12の６（２）コ及び第12の６（３）オ並びに別表第３号17（３）

(3)
シングルキャリア周波数分割多元接続方式又は直交周波数分割多元接続方式携帯無線
通信を行う無線局の送信装置であって、周波数分割複信方式を用いるものの技術的条件
を定める告示

無線設備規則第49条の６の13第１項第２号ロ、別表第２号第12の６（４）オ並びに別表第３号
17（３）

(4) 平成24年総務省告示第435号（広帯域移動無線アクセスシステムの無線局の無線設備の
技術的条件を定める件）の一部を改正する告示

無線設備規則第49条の28第一項第二号ロ及び第7項、第49条の29第1項第二号ロ及びハ並
びに第七項並びに無線設備規則第49条の29の２第１項第２号ロ並びに別表第３号45

(5)
昭和61年郵政省告示第395号（陸上移動業務の無線局、携帯移動業務の無線局、簡易無
線局及び構内無線局の申請の審査に適用する受信設備の特性を定める件）の一部を改正
する告示

電波法第７条第１項

(6) 平成15年総務省告示第344号（外国の無線局の無線設備が電波法第三章に定める技術
基準に相当する技術基準に適合する事実を定める件）の一部を改正する告示

無線局免許手続規則（昭和25年電波監理委員会規則第15号）第31条第２項第４号

(7)
平成23年総務省告示第278号（登録検査等事業者等規則第十七条及び別表第五号第三
の三(2)の規定に基づく登録検査等事業者が行う検査の実施方法等及び無線設備の総合
試験の具体的な確認の方法を定める件）の一部を改正する告示

登録検査等事業者等規則(平成９年郵政省令第76号)第17条及び別表第５号第３の３(2)

(8)
平成23年総務省告示第279号（登録検査等事業者等規則第二十条及び別表第七号第三
の三(2)の規定に基づく登録検査等事業者等が行う点検の実施方法等及び無線設備の総
合試験の具体的な確認の方法を定める件）の一部を改正する告示

登録検査等事業者等規則第20条及び別表第７号第３の３(2)

(9)
平成30年総務省告示第356号（無線局免許申請書等に添付する無線局事項書等の各欄
の記載に用いるコード（無線局の目的コード及び通信事項コードを除く。）を定める件）の一
部を改正する告示

無線局免許手続規則別表第２号第１から第５まで、別表第２号の２第１から第８まで、別表第２
号の３第１及び第２、別表第２号の４並びに別表第３号の５

(10) 平成５年郵政省告示第407号（工事設計書の記載の一部を省略することができる適合表示
無線設備を定める件）の一部を改正する告示

無線局免許手続規則（昭和25年電波監理委員会規則第15号）第15条の３第４項

（参考３）定めようとする命令等及び根拠法令条項



 

 

13 
「電波法施行規則等の一部を改正する省令案等に係る意見募集」 

に対して提出された意見と総務省の考え方 

（令和２年５月30日～同年６月29日意見募集） 
提出件数 177件（法人 10件、個人 167件） 

No 意見提出者 提出された意見 提出された意見に対する総務省の考え方 

提出意見

を踏まえ

た案の修

正の有無 

1-1 株式会社ＮＴＴ

ドコモ 

＜該当箇所＞ 

 全般 

 

＜意見＞ 

既存バンドにおける５Ｇ国内導入に向けて、令和２年３月31日に答申された「新世代モバイル通

信システムの技術的条件」のうち「第5世代移動通信システム（５Ｇ）及びＢＷＡの高度化に関

する技術的条件」の内容が網羅的に反映されており、適切な内容と考えます。 

本改正案への賛同意見として承ります。 無 

1-2  ＜該当箇所＞ 

 (ケ) 平成31年総務省告示第23号（シングルキャリア周波数分割多元接続方式又は直交周波数

分割多元接続方式携帯無線通信を行う無線局の技術的条件を次のように定める件）の一部を改正

する告示案 

 

＜意見＞ 

上記答申後に開催された３ＧＰＰ ＲＡＮ４会合において５Ｇの技術的条件に影響する合意形

成があるため、報告書内で検討された共用条件を超えない範囲で、それらの最新状況も各省令・

告示に反映頂くことを希望いたします。 

 28GHz帯隣接チャネル漏洩電力の測定帯域幅変更（３ＧＰＰで合意された文書：R4-2005213） 

 50MHz幅：47.52→47.58MHz 

 100MHz幅：95.04→95.16MHz 

 200MHz幅：190.08→190.20MHz 

 400MHz幅：380.16→380.28MHz 

ご意見を踏まえ、対象となる告示の規定内容を以下のよう

に変更します。 

 

平成31年総務省告示第23号（シングルキャリア周波数分割多

元接続方式又は直交周波数分割多元接続方式携帯無線通信

を行う無線局並びにローカル５Ｇの無線局の送信装置であ

って、時分割複信方式を用いるものの技術的条件を定める

件）の一部を改正する告示 

第２項第１号（２）ア 

一 チャネ

ル 間 隔

(MHz) 

二 離調

周 波 数

(MHz)(

注1) 

三 周波数幅

(MHz) 

四  隣接チ

ャネル漏え

い電力の許

容 値

(dBc)(注2) 

五〇 五〇 四七・五八 (－)一〇・七 

一〇〇 一〇〇 九五・一六 (－)一〇・七 

二〇〇 二〇〇 一九〇・二〇 (－)七・七 

四〇〇 四〇〇 三八〇・二八 (－)四・七 
 

有 

2 ＫＤＤＩ株式会

社 

＜該当箇所＞ 

 全般 

 

＜意見＞ 

５Ｇシステムは、IoT等での省力化による様々な産業の生産性向上に寄与することが期待され

ております。本省令案等は、既存バンドの５Ｇ化を実現し、様々な地域における５Ｇの早期普及

に資するものであると考えることから、原案に賛同いたします。 

本改正案への賛同意見として承ります。 無 



 

 

14 
なお、５Ｇの展開が早期に実施可能となるよう、速やかに施行されることを希望いたします。 

3-1 ソフトバンク株

式会社 

＜該当箇所＞ 

 全般 

 

＜意見＞ 

現在４Ｇ等及びＢＷＡで利用されている周波数帯において、ＮＲ化を可能とする本改正案に賛

同いたします。５Ｇの特徴であるURLLC等の機能を最大限に活用するためには、既存帯域のＮＲ

化による面カバーも不可欠であるため、これを早期に実現するために関連省令等が速やかに施行

されることを希望致します。 

加えて、令和２年３月31日に一部答申された新世代モバイル通信システム委員会報告における

「免許時の周波数指定の検討及び定期検査の在り方」につきましても、引き続き検討を推進して

いくことを希望いたします。 

本改正案への賛同意見として承ります。 

 

免許時の周波数指定の検討及び定期検査の在り方に関す

る意見については、今後の施策における参考とさせて頂きま

す。 

無 

3-2  ＜該当箇所＞ 

 (ア)電波法施行規則等の一部を改正する省令案 無線設備規則第十四条 表十八 

 

＜意見＞ 

空中線端子のない基地局の許容偏差の下限は、以下のとおり修正いただくことを希望いたしま

す(下線部)。 

送信設備 

許容偏差 

上限(パーセ

ント) 

下限(パーセ

ント) 

十八 シングルキャ

リア周波数分割多

元接続方式又は直

交周波数分割多元

接続方式広帯域移

動無線アクセスシ

ステムの無線局の

送信設備 

＜中略＞ 一〇〇 五〇 

第四十九条の二十九

の二において無線設

備の条件が定められ

ている基地局の送信

設備であつて、空中

線端子がないもの 

一二四 五六 

 

 

ご意見を踏まえ、対象となる省令案の該当部分を修正しま

す。 

 

有 

3-3  ＜該当箇所＞ 

(ア)電波法施行規則等の一部を改正する省令案 無線設備規則第二十四条 第２１項 第二号

表 

 

＜意見＞ 

基地局に関する規定値の修正及び空中線端子のない受信装置に関する規定が不足しているた

め、以下のとおり修正いただくことを希望いたします(下線部)。 

無線局の 受信装置の区別 周波数帯 副次的に発射する電

ご意見を踏まえ、対象となる省令案の該当部分を修正しま

す。 

有 
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種別 波の強度 

基地局 

空中線端子（測定に用いる

ことができる端子をいう。

以下この号において同

じ。）があり、アクティブ

フェーズドアレイアンテ

ナを使用しない受信装置 

ア  三〇MHz以上一、〇〇〇

MHz未満 

任意の一〇〇kHz幅で

（－）五七デシベル以

下の値 

イ  一、〇〇〇MHz以上であ

つて、使用する周波数帯の

上端の周波数の五倍未満 

任意の一 MHz幅で（－）

四七デシベル以下の

値 

空中線端子があり、アクテ

ィブフェーズドアレイア

ンテナを使用する受信装

置 

ア  三〇MHz以上一、〇〇〇

MHz未満 

任意の一〇〇kHz幅で

次に掲げる式による

値以下の値 

－57＋10log10Ｎデシ

ベル（Ｎは一つの搬送

波を構成する無線設

備の数又は８のいず

れか小さい値とする。

以下この表において

同じ） 

イ  一、〇〇〇MHz以上であ

つて、使用する周波数帯の

上端の周波数の五倍未満 

任意の一 MHz幅で次に

掲げる式による値以

下の値 

－47＋10log10Ｎデシ

ベル 

空中線端子のない受信装

置 

ア  三〇MHz以上一、〇〇〇

MHz未満 

任意の一〇〇kHz幅で

（－）三六デシベル以

下の値 

イ  一、〇〇〇MHz以上であ

つて、使用する周波数帯の

任意の一 MHz幅で（－）

三〇デシベル以下の
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上端の周波数の五倍未満 値 

 

3-4  ＜該当箇所＞ 

(イ)昭和61年郵政省告示第395号（陸上移動業務の無線局、携帯移動業務の無線局、簡易無線

局及び構内無線局の申請の審査に適用する受信設備の特性を定める件）の一部を改正する告示案 

二十四 

 

＜意見＞ 

Wi-Fiに代表されるようなデータ通信を主要用途とするシステムについては受信感度等の規定

はなされておらず、ＢＷＡも同様にデータ通信システムである為、受信規定は設けられて来なか

ったとの認識です。 

また、従来ＢＷＡは特に受信規定を設けることなく2007年より運用してまいりましたが、当該

規定が存在しないことによる弊害（受信品質の低下など）は見られませんでした。 

従いまして、左記の改正案にあるＢＷＡ ５ＧＮＲの受信規定については、規定を設けなくと

も、従来ＢＷＡと同様に受信品質の維持などが実現できるものと考えます。 

ＢＷＡ-ＮＲの受信規定に関するご意見については、ＢＷ

Ａシステムが携帯電話システムと親和性が高いシステムと

して広く普及していることや、高度化によってＢＷＡ－ＮＲ

とＴＤＤ－ＮＲの技術的な差異がほとんどなくなりつつあ

る中で、令和２年３月31日に情報通信審議会から答申を受け

た「第５世代移動通信システム（５Ｇ）及びＢＷＡの高度化

に関する技術的条件」においても、ＢＷＡ－ＮＲの受信規定

が技術的条件として定められていることから、現行案のとお

りとさせて頂きます。 

 

なお、既に制度化されているＢＷＡシステムについては、

従来のＢＷＡにおける規定のとおりとさせて頂きます。 

無 

3-5  ＜該当箇所＞ 

 全般 

 

＜意見＞ 

規定済みの技術基準にて許可を受けた無線局免許や無線設備については従前の通り利用でき

るよう経過措置に関する規定の追加を希望いたします。 

ご意見を踏まえ、対象となる省令及び告示に経過措置を追

加します。 

有 

4-1 一般財団法人テ

レコムエンジニ

アリングセンタ

ー 

＜該当箇所＞ 

 全般 

 

＜意見＞ 

今回の改正案については、第５世代移動通信システムの推進につながるものであり賛成しま

す。 

本改正案への賛同意見として承ります。 

 

無 

4-2  ＜該当箇所＞ 

 (ア) 電波法施行規則等の一部を改正する省令案 

無線設備規則第24条第8項第10号 

 

＜意見＞ 

28GHz 帯基地局の副次的に発する電波等の限度の許容値について、25GHz から 31GHz の技術

基準の規定が確認できません。また、現行規定の 28GHz 帯陸上移動局についても、周波数帯の

「以上」「以下」「未満」の記載について再確認をお願いいたします。 

28GHz 帯基地局の副次的に発する電波等の限度の許容値

に関するご意見については、3GPPにおいて、28GHz帯はBand 

n257(26.5～29.5GHz)として定められ、Band n257の帯域から

±1.5GHz以上離れた周波数において副次的に発する電波等

の限度の許容値が規定されていることから、現行案のとおり

とさせて頂きます。 

 

また、周波数帯の「以上」、「以下」、「未満」の記載に

関するご指摘については、ご意見を踏まえ、令和２年３月31

日答申の「第５世代移動通信システム（５Ｇ）及びＢＷＡの

高度化に関する技術的条件」における記載と合わせるよう修

正します。 

有 

4-3  ＜該当箇所＞ 

(キ) 平成24年総務省告示第435号（広帯域移動無線アクセスシステムの無線局の無線設備の技

2655MHz 以上の周波数帯における帯域外領域の技術基準

に関するご意見については、2.6GHz帯を使用するN-Star衛星

無 
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術的条件を次のように定める件）の一部を改正する告示案 

第2項第5号、第6号、第3項第4号、第5号 

 

＜意見＞ 

不要発射の強度の許容値のうち、2655MHz以上の周波数帯における帯域外領域の技術基準の適

用条件について再確認をお願いいたします。  

なお、2655MHz以上の周波数帯は N-Star衛星の運用周波数帯に該当しますので、その点も十分

ご留意のうえ、必要であるならば記載の修正をお願いいたします。 

システムへの干渉を避けるためにも、現行案のとおりとさせ

て頂きます。 

4-4  ＜該当箇所＞ 

 (コ) シングルキャリア周波数分割多元接続方式又は直交周波数分割多元接続方式携帯無線通

信を行う無線局の送信装置であって、周波数分割複信方式を用いるものの技術的条件を定

める告示案 

第1項第2号（1） 
 

＜意見＞ 

700MHz帯～2GHz帯の隣接チャネル漏えい電力（陸上移動局）の許容値表の注３及び注４におい

て、許容値表が適用される周波数範囲（測定帯域５MHｚ）が明確に読み取れません。 現行規定

の LTE の技術基準の告示（H26 告示第 338 号）の記載に準拠して整理した方が望ましいと考え

ます。  

また、項番についても再度確認をお願いいたします。 

ご意見を踏まえ、対象となる告示の規定内容を以下のよう

に変更します。 

 

シングルキャリア周波数分割多元接続方式又は直交周波数

分割多元接続方式携帯無線通信を行う無線局の送信装置で

あって、周波数分割複信方式を用いるものの技術的条件を定

める告示案 

第１項第２号（1） 

一 チャ

ネル間

隔

(MHz) 

二 離調

周 波 数

(MHz)(

注１) 

三  周波数

幅(MHz)(注

２) 

四  隣接チャ

ネル漏えい電

力の許容値 

五 

五 三・八四 (－)三二・二

dBc(注３） 

五 四・五一五 (－) 二九・二

dBc(注４） 

一〇 三・八四 (－) 三五・二

dBc(注５) 

一〇 

七・五 三・八四 (－) 三二・二

dBc(注３) 
一〇 九・三七五 (－) 二九・二

dBc(注４) 
一二・五 三・八四 (－) 三五・二

dBc(注５) 

一五 

一〇 三・八四 (－) 三二・二

dBc(注３) 
一五 三・八四 (－) 三五・二

dBc(注５) 
一五 一四・二三

五 

(－) 二九・二

dBc(注４) 

有 



 

 

18 

二〇 

一二・五 三・八四 (－) 三二・二

dBc(注３) 
一七・五 三・八四 (－) 三五・二

dBc(注５) 
二〇 一九・○九

五 

(－) 二九・二

dBc(注４) 
注１ 離調周波数は、送信周波数帯域の中心周波数から隣接

チャネル漏えい電力の測定帯域の中心周波数までの差

の周波数とする。 

２ 七一八 MHz を超え七四八 MHz 以下又は一、四二七・

九 MHz を超え一、四六二・九 MHz 以下の周波数を使用

する送信装置にあっては、周波数幅が三・八四 MHz の

規定は適用しない。 

３ 同時に送信する複数の搬送波の間の周波数範囲にお

いては、各搬送波の送信周波数帯域の間の間隔が五 MHz

以上の場合に限り適用する。 

４ 同時に送信する複数の搬送波の間の周波数範囲にお

いては、各搬送波の送信周波数帯域の間の間隔が当該

同時に送信する複数の搬送波の間の周波数範囲に接す

るいずれかの各搬送波の占有周波数帯幅より狭い場合

には適用しない。 

５ 同時に送信する複数の搬送波の間の周波数範囲にお

いては、各搬送波の送信周波数帯域の間の間隔が一五

MHz以上の場合に限り適用する。 

4-5  ＜該当箇所＞ 

 (コ) シングルキャリア周波数分割多元接続方式又は直交周波数分割多元接続方式携帯無線通

信を行う無線局の送信装置であって、周波数分割複信方式を用いるものの技術的条件を定

める告示案 

第4項第1号注4(1) 
 

＜意見＞ 

 注4(1)において、用語の整合（例「及び当該最も低い周波数の搬送波」）を図った方が望ま

しいと考えます。 

ご意見を踏まえ、対象となる告示の規定内容を以下のよう

に変更します。 

 

シングルキャリア周波数分割多元接続方式又は直交周波数

分割多元接続方式携帯無線通信を行う無線局の送信装置で

あって、周波数分割複信方式を用いるものの技術的条件を定

める告示案 

第４項第１号注４(1) 

同時に送信する複数の搬送波の周波数のうち最も高い周波

数より高い周波数及び最も低い周波数より低い周波数にお

ける不要発射の強度の許容値については、当該最も高い周波

数の搬送波及び当該最も低い周波数の搬送波に応じたこの

表の許容値を適用する。 

有 

5-1 株式会社日立国

際電気 

＜該当箇所＞ 

 全般 

 

＜意見＞ 

本改正案への賛同意見として承ります。 

 

無 
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今回の省令等の改正により、より広域に電波が届きやすい周波数帯においても５Ｇシステムの

利用が可能となり、５Ｇの利活用の一層の進展が期待できることから、本改正案に賛同いたしま

す。 

5-2  ＜該当箇所＞ 

 全般 

 

＜意見＞ 

今回の省令等の改正により、自営等ＢＷＡにおいて、５Ｇと互換性のあるシステムの利用が可

能となることから、本改正案に賛同いたします。今後、当該利用について、より柔軟で、利便性

が一層高いものとなるような制度の検討が行われることを期待いたします。 

本改正案への賛同意見として承ります。 

 

無 

6 前橋市 ＜該当箇所＞ 

 全般 

 

＜意見＞ 

全国サービス、地域ＢＷＡや自営等ＢＷＡ等の４Ｇ周波数における５Ｇの導入は５Ｇによる高

度なサービスの実現が可能となり、地域の産業など５Ｇの利活用が加速され、地域活性化・地方

創生に有効であると考えている。 

一方、４Ｇ周波数における５Ｇの導入により、カメラやセンサー等の今までより多数の端末が

接続され、様々な情報収集や機器の制御等が可能となることから、５Ｇの免許人、サービス提供

者・利用者が様々な情報を安心して利活用できる環境を構築するためには、基地局、端末、アプ

リケーションを含めた５Ｇシステム全体として情報漏洩等のセキュリティリスクに十分に配慮

し、利用者の安心感を醸成することが必要と考えており、そうした制度整備を検討していただき

たい。 

ご意見を踏まえ、無線局免許手続規則の別表第二号第２及

び電波法関係審査基準の地域BWA及び自営等BWAの規定箇所

を以下のように変更します。 

 

無線局免許手続規則 別表第二号第２  

注２１ ２１の欄は次によること。 

（13）ローカル５Ｇの無線局及び設備規則第49条の29の２に

規定する技術基準に係る無線設備を使用する広帯域移動無

線アクセスシステムの無線局であつて、2,575MHzを超え

2,595MHz以下の周波数の電波を使用するものにあつては、サ

プライチェーンリスク対応を含む十分なサイバーセキュリ

ティ対策が講じられていることの有無を記載すること。その

際、当該無線局に係る伝送路設備、交換設備、端末設備その

他の運用に必要な電気通信設備の概要を示した資料を添付

すること。 

 

電波法関係審査基準 別紙２ 第２中（地域BWA及び自営等

BWAの規定箇所） 

■無線設備のサイバーセキュリティ対策の実施 

設備規則第49条の29の２に規定する無線設備を使用する

基地局の申請については、次に掲げる資料が添付されている

こと。 

・サプライチェーンリスク対応を含む十分なサイバーセ

キュリティ対策を講ずることが明らかにされているこ

と。 

・伝送路設備、交換設備、端末設備その他の運用に必要

な電気通信設備の概要を記した資料として、構成図、

製造者名及び型式を記した資料が添付されているこ

と。なお、これらの電気通信設備のうち、申請者以外

の者が設置するものについては、これに代えて、当該

電気通信設備の設置主体を記した資料が添付されてい

ること。 

有 
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■その他 

・設備規則第49条の29の２に規定する無線設備を使用す

る基地局の免許に際しては、電波法第104条の２の規定

により次の条件を付すものとする。 

「この無線局の運用に当たっては、サプライチェーンリ

スク対応を含む十分なサイバーセキュリティ対策を講

ずること。」 

7-1 ＵＱコミュニケ

ーションズ株式

会社 

＜該当箇所＞ 

 (ア)電波法施行規則等の一部を改正する省令案 無線設備規則第十四条 表十八 

 

＜意見＞ 

十八 シングルキャリア周波数分割多元接続方式又は直交周波数分割多元接続方式広帯域移

動無線アクセスシステムの無線局の送信設備の内、第四十九条の二十九の二において無線設備の

条件が定められている基地局の送信設備であつて、空中線端子がないもの空中線電力の許容偏差

の下限は五六パーセントに修正いただくことを希望いたします。 

ご意見を踏まえ、対象となる省令案の該当部分を修正しま

す。 

 

有 

7-2  ＜該当箇所＞ 

(ア)電波法施行規則等の一部を改正する省令案 無線設備規則第二十四条 第２１項 第二号

表 

 

＜意見＞ 

副次的に発する電波等の限度に関して、規定値の修正及び空中線端子のない受信装置に関する

規定が不足しているため、以下のとおり修正いただくことを希望いたします。また、同表の「副

次的に発射する電波の強度」は「副次的に発する電波の限度」に修正いただくことを希望いたし

ます。（修正点は下線部） 

無線局の

種別 
受信装置の区別 周波数帯 

副次的に発射する電

波の限度 

基地局 

空中線端子（測定に用いる

ことができる端子をいう。

以下この号において同

じ。）があり、アクティブ

フェーズドアレイアンテ

ナを使用しない受信装置 

ア  三〇MHz以上一、〇〇〇

MHz未満 

任意の一〇〇kHz幅で

（－）五七デシベル以

下の値 

イ  一、〇〇〇MHz以上であ

つて、使用する周波数帯の

上端の周波数の五倍未満 

任意の一 MHz幅で（－）

四七デシベル以下の

値 

空中線端子があり、アクテ

ィブフェーズドアレイア

ンテナを使用する受信装

ア  三〇MHz以上一、〇〇〇

MHz未満 

任意の一〇〇kHz幅で

次に掲げる式による

値以下の値 

ご意見を踏まえ、対象となる省令案の該当部分を修正しま

す。 

有 
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置 －57＋10log10Ｎデシ

ベル（Ｎは一つの搬送

波を構成する無線設

備の数又は８のいず

れか小さい値とする。

以下この表において

同じ） 

イ  一、〇〇〇MHz以上であ

つて、使用する周波数帯の

上端の周波数の五倍未満 

任意の一 MHz幅で次に

掲げる式による値以

下の値 

－47＋10log10Ｎデシ

ベル 

空中線端子のない受信装

置 

ア  三〇MHz以上一、〇〇〇

MHz未満 

任意の一〇〇kHz幅で

（－）三六デシベル以

下の値 

イ  一、〇〇〇MHz以上であ

つて、使用する周波数帯の

上端の周波数の五倍未満 

任意の一 MHz幅で（－）

三〇デシベル以下の

値 

 

 

7-3  ＜該当箇所＞ 

(キ)平成24年総務省告示第435号（広帯域移動無線アクセスシステムの無線局の無線設備の技

術的条件を次のように定める件）の一部を改正する告示案 

 

＜意見＞ 

二 時分割・直交周波数分割多元接続方式又は時分割・シングルキャリア周波数分割多元接続

方式広帯域移動無線アクセスシステムの無線局の無線設備について、２ 隣接チャネル漏えい電

力、５ 帯域外領域における不要発射の強度の許容値に記載が追加されておりますが、本改正前

の条件で取得した無線局免許や技術基準適合証明等は本改正後も有効であるとする等の経過措

置を設けていただくことを希望いたします。 

ご意見を踏まえ、対象となる省令及び告示に経過措置を追

加します。 

有 

8 横須賀市役所 ＜該当箇所＞ 

 全般 

ご意見を踏まえ、無線局免許手続規則の別表第二号第２及

び電波法関係審査基準の地域BWA及び自営等BWAの規定箇所

有 
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＜意見＞ 

地域ＢＷＡは、地域の公共の福祉の増進に寄与するサービスを行うことを目的とした制度であ

り、行政サービスを提供するための手段の一つとして有効であると考えている。 

横須賀市内では、昨年、ＹＲＰ研究開発推進協会と地域ＢＷＡ事業者が共同で、地域課題解決

に向けた地域ＢＷＡ×ＬＰＷＡの実証実験を行ったところであり、今後、このような成果などを

踏まえ、地域ＢＷＡの活用を検討していきたいと考えている。 

今回の制度改正に伴い、従来よりも多様なサービスが実現可能となることから、非常に有用で

あると考えるが、昨今の状況を踏まえ、サービス利用者が安心して利用できる環境を構築するこ

とも重要であると考える。ついては本制度改正に併せて、情報セキュリティの確保に向けて必要

な措置が講じられるよう、検討を具体化頂きたい。 

を以下のように変更します。 

 

無線局免許手続規則 別表第二号第２  

注２１ ２１の欄は次によること。 

（13）ローカル５Ｇの無線局及び設備規則第49条の29の２に

規定する技術基準に係る無線設備を使用する広帯域移動無

線アクセスシステムの無線局であつて、2,575MHzを超え

2,595MHz以下の周波数の電波を使用するものにあつては、サ

プライチェーンリスク対応を含む十分なサイバーセキュリ

ティ対策が講じられていることの有無を記載すること。その

際、当該無線局に係る伝送路設備、交換設備、端末設備その

他の運用に必要な電気通信設備の概要を示した資料を添付

すること。 

 

電波法関係審査基準 別紙２ 第２中（地域BWA及び自営等

BWAの規定箇所） 

■無線設備のサイバーセキュリティ対策の実施 

設備規則第49条の29の２に規定する無線設備を使用する

基地局の申請については、次に掲げる資料が添付されている

こと。 

・サプライチェーンリスク対応を含む十分なサイバーセ

キュリティ対策を講ずることが明らかにされているこ

と。 

・伝送路設備、交換設備、端末設備その他の運用に必要

な電気通信設備の概要を記した資料として、構成図、

製造者名及び型式を記した資料が添付されているこ

と。なお、これらの電気通信設備のうち、申請者以外

の者が設置するものについては、これに代えて、当該

電気通信設備の設置主体を記した資料が添付されてい

ること。 

■その他 

・設備規則第49条の29の２に規定する無線設備を使用す

る基地局の免許に際しては、電波法第104条の２の規定

により次の条件を付すものとする。 

「この無線局の運用に当たっては、サプライチェーンリ

スク対応を含む十分なサイバーセキュリティ対策を講

ずること。」 

9 楽天モバイル株

式会社 

＜該当箇所＞ 

 全般 

 

＜意見＞ 

４Ｇ周波数における５Ｇ導入に関する制度整備を進めることは必要と考えます。なお、５Ｇ化

本改正案への賛同意見として承ります。 

 

周波数の追加割当てに関する意見については、今後の参考

とさせて頂きます。 

無 
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が可能な４Ｇ周波数の割当てが限定的な事業者は、多数割当てられている事業者に比べ広域な５

Ｇエリア構築の面で劣後し、事業者間の競争力の差が拡大する懸念があります。このため、４Ｇ

周波数における５Ｇの導入に向けた制度整備を進めるとともに、公正な競争を促す観点から、４

Ｇ周波数の割当てが限定的な事業者に対する周波数の追加割当てについて、検討していただくこ

とを希望します。 

10-1 Wireless City 

Planning 株式会

社 

＜該当箇所＞ 

 全般 

 

＜意見＞ 

現在４Ｇ等及びＢＷＡで利用されている周波数帯において、ＮＲ化を可能とする本改正案に賛

同いたします。５Ｇの特徴であるURLLC等の機能を最大限に活用するためには、既存帯域のＮＲ

化による面カバーも不可欠であるため、これを早期に実現するために関連省令等が速やかに施行

されることを希望致します。 

加えて、令和２年３月31日に一部答申された新世代モバイル通信システム委員会報告における

「免許時の周波数指定の検討及び定期検査の在り方」につきましても、引き続き検討を推進して

いくことを希望いたします。 

本改正案への賛同意見として承ります。 

 

免許時の周波数指定の検討及び定期検査の在り方に関す

る意見については、今後の施策における参考とさせて頂きま

す。 

無 

10-2  ＜該当箇所＞ 

 (ア)電波法施行規則等の一部を改正する省令案 無線設備規則第十四条 表十八 

 

＜意見＞ 

空中線端子のない基地局の許容偏差の下限は、以下のとおり修正いただくことを希望いたしま

す(下線部)。 

送信設備 

許容偏差 

上限(パーセ

ント) 

下限(パーセ

ント) 

十八 シングルキャ

リア周波数分割多

元接続方式又は直

交周波数分割多元

接続方式広帯域移

動無線アクセスシ

ステムの無線局の

送信設備 

＜中略＞ 一〇〇 五〇 

第四十九条の二十九

の二において無線設

備の条件が定められ

ている基地局の送信

設備であつて、空中

線端子がないもの 

一二四 五六 

 

ご意見を踏まえ、対象となる省令案の該当部分を修正しま

す。 

 

有 

10-3  ＜該当箇所＞ 

(ア)電波法施行規則等の一部を改正する省令案 無線設備規則第二十四条 第２１項 第二号 

表 

 

＜意見＞ 

基地局に関する規定値の修正及び空中線端子のない受信装置に関する規定が不足しているた

め、以下のとおり修正いただくことを希望いたします(下線部)。 

無線局の 受信装置の区別 周波数帯 副次的に発射する電

ご意見を踏まえ、対象となる省令案の該当部分を修正しま

す。 

有 
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種別 波の強度 

基地局 

空中線端子（測定に用いる

ことができる端子をいう。

以下この号において同

じ。）があり、アクティブ

フェーズドアレイアンテ

ナを使用しない受信装置 

ア  三〇MHz以上一、〇〇〇

MHz未満 

任意の一〇〇kHz幅で

（－）五七デシベル以

下の値 

イ  一、〇〇〇MHz以上であ

つて、使用する周波数帯の

上端の周波数の五倍未満 

任意の一 MHz幅で（－）

四七デシベル以下の

値 

空中線端子があり、アクテ

ィブフェーズドアレイア

ンテナを使用する受信装

置 

ア  三〇MHz以上一、〇〇〇

MHz未満 

任意の一〇〇kHz幅で

次に掲げる式による

値以下の値 

－57＋10log10Ｎデシ

ベル（Ｎは一つの搬送

波を構成する無線設

備の数又は８のいず

れか小さい値とする。

以下この表において

同じ） 

イ  一、〇〇〇MHz以上であ

つて、使用する周波数帯の

上端の周波数の五倍未満 

任意の一 MHz幅で次に

掲げる式による値以

下の値 

－47＋10log10Ｎデシ

ベル 

空中線端子のない受信装

置 

ア  三〇MHz以上一、〇〇〇

MHz未満 

任意の一〇〇kHz幅で

（－）三六デシベル以

下の値 

イ  一、〇〇〇MHz以上であ

つて、使用する周波数帯の

任意の一 MHz幅で（－）

三〇デシベル以下の
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上端の周波数の五倍未満 値 

 

10-4  ＜該当箇所＞ 

(イ)昭和61年郵政省告示第395号（陸上移動業務の無線局、携帯移動業務の無線局、簡易無線

局及び構内無線局の申請の審査に適用する受信設備の特性を定める件）の一部を改正する告示案 

二十四 

 

＜意見＞ 

Wi-Fiに代表されるようなデータ通信を主要用途とするシステムについては受信感度等の規定

はなされておらず、ＢＷＡも同様にデータ通信システムである為、受信規定は設けられて来なか

ったとの認識です。 

また、従来ＢＷＡは特に受信規定を設けることなく2007年より運用してまいりましたが、当該

規定が存在しないことによる弊害（受信品質の低下など）は見られませんでした。 

従いまして、左記の改正案にあるＢＷＡ ５ＧＮＲの受信規定については、規定を設けなくと

も、従来ＢＷＡと同様に受信品質の維持などが実現できるものと考えます。 

ＢＷＡ-ＮＲの受信規定に関するご意見については、ＢＷ

Ａシステムが携帯電話システムと親和性が高いシステムと

して広く普及していることや、高度化によってＢＷＡ－ＮＲ

とＴＤＤ－ＮＲの技術的な差異がほとんどなくなりつつあ

る中で、令和２年３月31日に情報通信審議会から答申を受け

た「第５世代移動通信システム（５Ｇ）及びＢＷＡの高度化

に関する技術的条件」においても、ＢＷＡ－ＮＲの受信規定

が技術的条件として定められていることから、現行案のとお

りとさせて頂きます。 

 

なお、既に制度化されているＢＷＡシステムについては、

従来のＢＷＡにおける規定のとおりとさせて頂きます。 

無 

10-5  ＜該当箇所＞ 

 全般 

 

＜意見＞ 

規定済みの技術基準にて許可を受けた無線局免許や無線設備については従前の通り利用でき

るよう経過措置に関する規定の追加を希望いたします。 

ご意見を踏まえ、対象となる省令及び告示に経過措置を追

加します。 

有 

11 個人 計13件 単に５Ｇの導入推進に反対する意見 【要約】 ５Ｇは、新しいインフラとして、スマート工場、遠隔医療、

自動運転等、様々な用途での活用が期待されており、５Ｇに

よって新たなサービスが創出されるとともに、人手不足等の

社会的課題の解決にもつながることを通じ、我が国の経済成

長にも貢献し得ることから、導入が期待されているところで

す。 

無 

12 個人 計153件 

 

人体への影響の懸念により、５Ｇの導入推進に反対する意見【要約】 我が国では、電波が人体に悪い影響を及ぼすことのないよ

う、科学的知見を基に、十分な安全率を見込んだ「電波防護

指針」を策定し、この指針値は国際基準にも準拠しています。 

電波の人体への影響については、５Ｇ等で使われる周波数

の電波も含めて、これまで世界各国で60年以上にわたって研

究がなされていますが、指針値以下の電波では、人体への悪

い影響は認められていません。 

電波法においても、電波防護指針への適合を技術基準とし

て求めており、電波による健康被害が起こらない環境の整備

に努めています。 

電波防護指針の考え方などについては、総務省のＨＰにあ

る「電波と安心な暮らし（https://www.tele.soumu.go.jp/ 

resource/j/ele/body/emf_pamphlet.pdf）などをご覧くださ

い。 

なお、新型コロナウィルス感染症（COVID-19）と関連づけ

無 



 

 

26 
る意見もありますが、世界保健機関（WHO）では、新型コロ

ナウィルス感染症の世界的流行拡大に対する一般向けの助

言の一つとして、「5Gモバイルネットワーク（第5世代移動

通信）はCOVID-19を拡散しません」との声明を発出していま

す。 

https://www.who.int/emergencies/diseases/novel-corona 

virus-2019/advice-for-public/myth-busters 

13 個人 ４Ｇ周波数帯で５Ｇ技術を使用できうるのであれば、運転効率などを考慮しつつ、できるかぎ

り既存施設を活かしてゆくべきだと考えます。 

今回の改正によって、４Ｇ周波数帯への５Ｇの導入が可能

となることにより、基地局において４Ｇの電波と５Ｇの電波

を柔軟に切り替えることができるＤＳＳ（Dynamic Spectrum 

Sharing）技術が使用できるようになります。ＤＳＳ技術に

よって、既存の４Ｇ基地局を活用しつつ、５Ｇを導入するこ

とが可能になると考えます。 

また、４Ｇ周波数を使用する５Ｇ基地局を新たに設置する

際には、カバーエリア等を考慮したうえで、既存の４Ｇ基地

局と同じ施設に５Ｇ基地局が設置されるなど、効率的な展開

が行われることを期待しています。 

無 

注 そのほか、案について全く言及しておらず、無関係と判断されるものが１件ございました。 



                                        資料２ 

電波監理審議会審議資料                  

 

                  令和２年７月１５日～同年７月２０日 

 

 

 

 

第４世代移動通信システムの普及のための特定基地局の開設に関する 
指針等の一部を変更する告示案 

（令和２年７月１５日 諮問第２５号） 

 

［４Ｇ周波数における５Ｇ導入に伴う開設計画変更等のための制度整備］ 

 

 

 

 

 

 

 

                 （連絡先） 

                  電波監理審議会について 

                   総務省総合通信基盤局総務課 

                         （高田課長補佐、大出係長） 

                         電話：０３－５２５３－５８２９ 

                  諮問内容について 

                   総務省総合通信基盤局移動通信課 

                         （宇仁課長補佐、杉本係長） 

                         電話：０３－５２５３－５８９３ 
 



 
１ 

諮問第 25号説明資料 

第４世代移動通信システムの普及のための特定基地局の開設に関する指針等の一部を変更する告示案 

（４Ｇ周波数における５Ｇ導入に伴う開設計画変更等のための制度整備） 
 

１ 諮問の概要  

第４世代移動通信システム（以下「４Ｇ」という。）及び広帯域移動無線アクセスシステム（以下「ＢＷＡ」という。）で使用して

いる周波数帯については、平成 31年４月に割り当てられた第５世代移動通信システム（以下「５Ｇ」という。）周波数よりも低い周

波数を使用していることから、モビリティの確保等に向けて広域な５Ｇエリアを構築するためにも、５Ｇとしても利用したいという

ニーズがある。こうしたニーズを踏まえ、情報通信審議会情報通信技術分科会新世代モバイル通信システム委員会において、平成 30

年 12月から令和２年３月にかけて、「第５世代移動通信システム（５Ｇ）及びＢＷＡの高度化に関する技術的条件」について検討を

行い、本年３月 31日に情報通信審議会より一部答申を受けた。 

 現在、認定期間中の開設計画に係る「3.9 世代移動通信システムの普及のための特定基地局の開設に関する指針」及び「第４世代

移動通信システムの普及のための特定基地局の開設に関する指針」は、５Ｇを利用することを想定していないため、当該指針の変更

を行うものである。 

２ 変更概要 

 現在、認定期間中の開設計画に係る周波数帯を使用して５Ｇ化を行う場合、５Ｇ化基地局を開設計画上の４Ｇ等の基地局としてみ

なす規定を追加するとともに、５Ｇ化基地局の開設数、人口カバー率等の計画提出に関する規定を追加する。また、５Ｇ化基地局に

ついては、安心・安全な５Ｇネットワークの構築の観点から、基地局設備等の調達計画の作成には「IT調達に係る国の物品等又は役

務の調達方針及び調達手続に関する申合せ」等に留意することとする規定を追加する。 

３ 施行期日 

答申を受けた場合は、速やかに変更予定。（公布日の施行を予定） 

４ 意見募集の結果 

なお、指針の変更案の策定に当たって、令和２年６月２日（火）から同年７月１日（水）まで意見募集を行い、24者から意見の提

出があった。 



2

 2019年４月に携帯電話事業者４者に5G用周波数（3.7/4.5GHz帯、28GHz帯）を割当て。
今後、既存の4G等で使用しているバンドにおいて5G化を可能とし、5Gの広域なカバーを実現することで、
地域の産業などの５Gの利活用を加速することが期待されており、
2020年3月には４G用周波数の５G化に関する技術的条件が策定された。

既存の４Ｇ等で使用しているバンドにおける５Ｇ化

LTE（4G）※

3.7/4.5GHz帯

3.7/4.5GHz帯

ミリ波

ミリ波

既存4G用周波数を5G化

ミリ波

広域なエリアカバーに適した
低い周波数帯

広い帯域を確保できる
高い周波数帯

※5G未対応の端末でも4Gで使用可能
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周波数 700MHz 800MHz 900MHz 1.5GHz 1.7GHz 2GHz 2.5GHz 3.4GHz
3.5GHz

3.7GHz
4.5GHz
28GHz

世代

開設計画の
状況

認定期間中
（R４.６.27まで）

開設計画
なし

認定期間中
（R４.２.28まで）

認定期間
終了

４G普及帯域
（KDDI・楽天）は

認定期間中
（R10.４.８まで）
※それ以外は

認定期間終了

認定期間
終了

認定期間
終了

【3.4GHz】
認定期間中
（R10.４.８まで）

【3.5GHz】
認定期間

終了

認定期間中
（R６.４.９まで）

第2世代

第3.9世代

移行

BWA
（第4世代と互換）

第4世代

第3.9世代

第3世代

第3.5世代

第2世代

移行

第5世代

第3.9世代 第3.9世代 第3.9世代第3.9世代

第3世代

第3.5世代 第3.5世代第3.5世代第3.5世代

第4世代 第4世代第4世代 第4世代第4世代 第4世代

第5世代 第5世代 第5世代 第5世代 第5世代 第5世代 第5世代 第5世代

2019（平成31）年4月に割当て済

５Ｇ化のニーズ

携帯電話の周波数帯と開設計画の状況



4既存バンドの5Ｇ化に関する開設指針の変更の概要

○ 既存の４Ｇ等で使用されている周波数のうち、現在、認定期間中である開設計画に係る
3.9Ｇ普及のための特定基地局の開設に関する指針（700MHz･900MHz帯）及び
４Ｇ普及のための特定基地局の開設に関する指針（1.7GHz･3.4GHz帯）については、
５Ｇで使用することを想定していないため所要の変更を行う。

１ 既存の４Ｇ等で使用している周波数帯における５Ｇ化に関する計画の提出に関する事項

２ サプライチェーンリスクに関する事項

・５Ｇ化基地局の開設数、人口カバー率等の計画提出に関する規定を追加

・５Ｇ化基地局を開設計画上の４Ｇ等の基地局としてみなす規定を追加

・５Ｇ化基地局については、安心・安全な５Ｇネットワークの構築の観点から、
５Ｇ導入のための開設指針・開設計画と同様に、５Ｇ化を行う基地局設備等の
調達計画の作成には「IT調達に係る国の物品等又は役務の調達方針及び調達手続に
関する申合せ」等（※）に留意することとする規定を追加

主な変更等の概要

（※）「情報通信ネットワーク安全・信頼性基準」（昭和六十二年郵政省告示第七十三号）並びに「政府機関等の情報セキュリティ対策のための統一基準群（平成三十年度版）」
及び「ＩＴ調達に係る国の物品等又は役務の調達方針及び調達手続に関する申合せ」（平成三十年十二月十日関係省庁申合せ）



5主な変更等の内容
対象規定 改正内容

○平成23年総務省告示第513号（三・九世代移動通信システムの普及のための特定基地局の開設に関する指針を定める件）

第１項（開設指針の対象とする特定基地局の範囲
に関する事項等）

○開設指針の対象とする特定基地局に５Ｇ基地局を加える規定を追加

第６項及び第10項（開設推進に関する事項）
○開設指針の対象周波数帯において５Ｇ基地局を開設しようとする場合は開設計画を変更しなければならな
い旨の規定及び５Ｇ基地局に係る開設計画の変更の認定を受けた場合にあっては、変更後の開設計画に
従って５Ｇ基地局を開設したときは3.9G基地局を開設したものとみなす規定を追加

別表第１第１項（整備計画に関する事項） ○５Ｇ基地局を開設しようとする場合は、当該基地局の開設数に関する計画を提出させる規定を追加

別表第１第２項（整備能力に関する事項）及び
別表第１第３項（電気通信設備に関する事項）

○５Ｇ基地局を開設しようとする場合は、当該基地局の無線設備及び運用に必要な電気通信設備の調達に関
する計画においては「IT調達に係る国の物品等又は役務の調達方針及び調達手続に関する申合せ」等に留
意する旨の規定を追加

別表第１第９項（電気通信事業の健全な発達と
円滑な運営への寄与に関する事項）

○５Ｇ基地局を開設しようとする場合は、Ｌ２接続方式を用いたＭＶＮＯサービスの提供に係る計画を提出
させる規定を追加

○平成30年総務省告示第34号（第四世代移動通信システムの普及のための特定基地局の開設に関する指針を定める件）

第１章第１項（用語の定義） ○５Ｇ基地局の定義に関する規定を追加

第１章第２項（特定基地局の範囲に関する事項） ○開設指針の対象とする特定基地局に５Ｇ基地局を加える規定を追加

第５章（開設推進に関する事項）
○開設指針の対象周波数帯において５Ｇ基地局を開設しようとする場合は開設計画を変更しなければならな
い旨の規定及び５Ｇ基地局に係る開設計画の変更の認定を受けた場合にあっては、変更後の開設計画に
従って５Ｇ基地局を開設したときは４Ｇ基地局を開設したものとみなす規定を追加

別表第１第１項（整備計画に関する事項）
○５Ｇ基地局を開設しようとする場合は、当該基地局の開設数及び人口カバー率に関する計画を提出させる

規定を追加

別表第１第２項（無線設備に関する計画）及び別
表第１第３項（電気通信設備に関する計画）

○５Ｇ基地局を開設しようとする場合は、当該基地局の無線設備及び運用に必要な電気通信設備の調達に関
する計画においては「IT調達に係る国の物品等又は役務の調達方針及び調達手続に関する申合せ」等に留
意する旨の規定を追加

別表第１第８項（電気通信事業の健全な発達と
円滑な運営への寄与に関する事項）

○５Ｇ基地局を開設しようとする場合は、Ｌ２接続方式を用いたＭＶＮＯサービスの提供に係る計画を提出
させる規定を追加

別表第１第９項（電波の能率的な利用の確保に
関する事項）

○指定済周波数（携帯無線通信に割り当てられている既存の周波数帯のうち、５Ｇ導入の開設指針及び４Ｇ
普及の開設指針において規定されている周波数帯以外の周波数帯）において５Ｇ基地局を開設しようとす
る場合は、開設数、人口カバー率に関する計画を周波数ごとに提出させる規定を追加

○指定済周波数において５Ｇ基地局を開設しようとする場合は、当該無線局の無線設備及び運用に必要な電
気通信設備の調達に関する計画においては「IT調達に係る国の物品等又は役務の調達方針及び調達手続に
関する申合せ」等に留意する旨の規定を追加

○５Ｇ基地局を開設しようとする場合は、面積カバー率の計画を提出させる規定を追加。

【参考資料】



「無線局免許手続規則の一部を改正する省令案等に係る意見募集」 

に対して提出された意見と総務省の考え方 

（意見募集期間：令和２年６月２日（火）～同年７月１日（水）） 

【意見提出 24件（法人８件、個人16件）】 

ゴシック体は諮問事項である第４世代移動通信システムの普及のための特定基地局の開設に関する指針等の一部を変更する告示案に関する意見 

No. 提出された意見 
意見に対する 

総務省の考え方 

提出意見 

を踏まえ 

た案の修 

正の有無 

1 5Gと互換性のあるBWA方式を地域BWA周波数へ導入するために必要な審査基準の改正

（訓令案）について、当社として賛同いたします。 

私どもは、2016年3月から4G互換方式による地域BWA事業を展開していますが、現在は

京阪神一帯にエリアを広げると共に、全国の地域BWA事業者（60事業者規模）とローミン

グによるサービス連携をすることで、大きな市場へと成長しています。 

今年で運用5年を迎える無線設備も、今後5年以内には設備更新が想定されること、お

よび、DSS技術による早期の4G／5G混在（移行）運用の可能性など、地域BWA帯の5G化には

期待をしており、今回の制度整備により今後、必要な時期に速やかに5Gサービスが進め

られるようになると考えています。 

地域ニーズに寄り添う地域BWAで無線事業を進める当社としては、5Gの地域版である

『ローカル5G』にも注目しておりますが、既存の4G-BWAや今後の5G-BWAをローカル5Gと

インフラ面で組合せていくことが、地域課題の解決に有効であるとみており、今後も、地

域視点の5G化とその活用を積極的に進めていきたいと考えています。 

【阪神電気鉄道株式会社】         

【阪神ケーブルエンジニアリング株式会社】 

【株式会社ベイ・コミュニケーションズ】  

【姫路ケーブルテレビ株式会社】      

【BAN-BANネットワークス株式会社】     

【アイテック阪急阪神株式会社】      

本改正案への賛同の御意見として承ります。 無 
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2 全国サービス、地域 BWAや自営等 BWA 等の４G 周波数における５G の導入は５Gによる

高度なサービスの実現が可能となり、地域の産業など５Gの利活用が加速され、地域活性

化・地方創生に有効であると考えている。 

一方、４G周波数における５Gの導入により、カメラやセンサー等の今までより多数の

端末が接続され、様々な情報収集や機器の制御等が可能となることから、５Gの免許人、

サービス提供者・利用者が様々な情報を安心して利活用できる環境を構築するためには、

基地局、端末、アプリケーションを含めた５Ｇシステム全体として情報漏洩等のセキュ

リティリスクに十分に配慮し、利用者の安心感を醸成することが必要と考えており、そ

うした制度整備を検討していただきたい。 

【前橋市役所】 

御意見を踏まえ、令和２年５月 30日(土)から

同年６月 29 日(月)までの間意見募集を行った

電波法施行規則等の一部を改正する省令案等に

おいて、無線局免許手続規則及び電波法関係審

査基準へサイバーセキュリティに係る規定の追

加を行います。 

無 

3 地域ＢＷＡは、地域の公共の福祉の増進に寄与するサービスを行うことを目的とした

制度であり、行政サービスを提供するための手段の一つとして有効であると考えてい

る。 

横須賀市内では、昨年、ＹＲＰ研究開発推進協会と地域ＢＷＡ事業者が共同で、地域

課題解決に向けた地域ＢＷＡ×ＬＰＷＡの実証実験を行ったところであり、今後、この

ような成果などを踏まえ、地域ＢＷＡの活用を検討していきたいと考えている。 

今回の制度改正に伴い、従来よりも多様なサービスが実現可能となることから、非常

に有用であると考えるが、昨今の状況を踏まえ、サービス利用者が安心して利用できる

環境を構築することも重要であると考える。ついては本制度改正に併せて、情報セキュ

リティの確保に向けて必要な措置が講じられるよう、検討を具体化頂きたい。 

【横須賀市役所】 

御意見を踏まえ、令和２年５月 30 日(土)か

ら同年６月 29 日(月)までの間意見募集を行っ

た電波法施行規則等の一部を改正する省令案

等において、無線局免許手続規則及び電波法関

係審査基準へサイバーセキュリティに係る規

定の追加を行います。 

無 

    4 意見募集対象である省令案等は、5Gの早期普及展開に資するものであり、賛同致しま

す。 

なお、4G 周波数へ 5Gを導入する際には、4G用の周波数リソースが減る（4G と 5Gで

周波数を共用する場合、その実現方法によらず分割損が発生する）ことになるため、現

在、多数のユーザーが使用し、端末も広く普及している 4Gの通信エリア、通信速度、通

信品質に影響が出ないようにしながら、かつ５G への移行契約者数の動向も踏まえなが

ら対応を進めることが、ユーザー保護の観点からも重要と考えます。よって、4Gの認定

周波数において 5G 基地局を開設した際に、4G 特定基地局の開設としてみなす対応に際

しては、ユーザーの利便性を損なわないような慎重な配慮が必要と考えます。 

本改正案への賛同の御意見として承ります。 

４Ｇ周波数における５Ｇの導入の際に、利用

者に対して、周波数幅等を踏まえた提供可能な

通信速度を事前に周知するなどの利用者の利

益の保護に向けた対策については、開設計画の

変更手続の中で、確認を行ってまいります。 

無 
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また、4G周波数において 5Gが使用できる周波数幅を考慮すると、4G周波数を使用し

た 5Gの通信速度は 4Gと同等程度になることから、情報通信審議会情報通信技術分科会

新世代モバイル通信システム委員会報告書（令和 2年 3月）においても、適切な周知手

段によりユーザー保護に努める必要があることが指摘されており、この点について、携

帯電話事業者として適切に対応すべきであると考えます。 

もとより 5G用として帯域幅の広い 3.7GHz帯、4.5GHz帯、28GHz 帯の新規割当が行わ

れ、基地局展開が既に進められていますが、これに加えて 4G周波数を用いた 5Gの導入

により、同じ 5G の通信方式でありながら、実現できる通信速度が大きく異なるエリア

が入り乱れる形になることが想定されます。 

ユーザーの目線に立つと、携帯端末上のピクト表示で 5G エリア内にいると認識でき

ても、それが 4G周波数による 5Gか、5G 周波数による 5Gかは判別できず、両者のギャ

ップにより、ユーザーの期待する通信速度と実態が大きく乖離する可能性が考えられま

す。よって、各ユーザーが通信を行う場所において、周波数幅等を踏まえた提供可能な

通信速度を予め適切に伝えることが極めて重要であると考えます。 

4G周波数の割当に際する開設指針においても、ユーザー保護に向けた対応が開設計画

の記載すべき項目とされ、審査が行われた経過があり、上記に記載した留意すべき内容

を踏まえると、4G 周波数への 5G 導入に伴う開設計画の変更申請に際しても、改めてユ

ーザー保護に向けた取り組みを審査項目とすることが、5Gシステム全体が社会からの信

頼や期待を裏切ることがないようにする観点からも、必要不可欠な取り組みであると考

えます。 

【株式会社ＮＴＴドコモ】 

    5 ○地域ＢＷＡは、地域の公共の福祉の増進に寄与するサービスを行うことを目的とし

た制度であり、行政サービスを補完する有効な手段であると考えている。当市でも、

地域 BWA事業者が，市と連携し，高齢者などの地域住民の生活支援サービスの実証に

取り組んでいるところであり，防災や防犯といった様々な地域課題の解決に寄与する

ことも期待されている。 

○地域ＢＷＡの５Ｇ化により、地域の公共の福祉の増進に寄与するサービスが更に大

容量で提供されることが可能となることから、地域ＢＷＡ事業者及びサービス利用者

が様々な情報を安心して活用出来る環境を構築することが重要と考えている。今回の

制度改正に際しては、利用者が安心してサービスを利用可能となるよう、事業者にお

いてセキュリティの確保に向けた必要な措置が講じられるように制度設計を検討して

頂きたい。 

【福岡市役所】 

御意見を踏まえ、令和２年５月 30 日(土)か

ら同年６月 29 日(月)までの間意見募集を行っ

た電波法施行規則等の一部を改正する省令案

等において、無線局免許手続規則及び電波法関

係審査基準へサイバーセキュリティに係る規

定の追加を行います。 

無 
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        6 既存の４Ｇ帯域に円滑に５Ｇ導入を進めていくことは電波の効率的な利用に資する

ことにつながるため、５Ｇの技術基準を満たした基地局開設についても、開設計画に

基づく置局と見做す本改正案の方向性に賛同します。 

なお、制度整備に伴い以下の 3点については特にご配慮いただきますようお願いし

ます。 

①  再免許制度の開始を踏まえた報告内容の整理・簡素化 

2022年から、移動通信システムの無線局の再免許申請に際して周波数の有効利用の

状況を踏まえた審査を行う仕組み(再免許制度)が開始されます。この再免許制度にお

いても将来の業務計画等の提出が必要となりますが、今回の制度整備により求められ

る計画等と再免許制度の業務計画等の内容が重複することが懸念されます。重複によ

り管理が煩雑とならないよう、報告内容の整理・簡素化及び共通化を図っていただき

ますよう、ご検討をお願いします。 

②  NR 化計画の公表の取扱い 

現在４Ｇで使用されている周波数帯を５Ｇでも使用することの計画（NR化計画）に

おいて、NR化する周波数帯や局数等の具体的情報は、各通信キャリアにおける競争上

の戦略に係るものであるため、公表の取扱いには充分ご留意いただきますようお願い

します。 

③  NR 化計画の審査 

早期に既存の４Ｇ帯域に５Ｇ導入が可能となるよう、開設計画の変更手続きにおい

ては可能な限り迅速な審査を希望します。 

 

無線局免許手続規則の一部の改正については、今回改正案が示された個別免許に該

当する様式だけでなく、包括免許に該当する様式も併せて改定を行うことが必要と考

えます。 

【ソフトバンク株式会社】 

本改正案への賛同の御意見として承ります。 

御意見をいただきました、「①  再免許制度

の開始を踏まえた報告内容の整理・簡素化」に

つきましては、開設計画の認定制度と、無線局

の再免許制度は目的を異にする制度であるこ

とから、開設計画の認定制度に基づく開設計画

と無線局の再免許制度に係る将来の業務計画

とは別に提出していただくことになりますが、

重複する部分に関しては、共通化を図るなど、

簡素化に努めてまいります。「②  NR化計画の

公表の取扱い」につきましては、５Ｇとしても

使用する周波数帯や局数等の具体的な情報は、

各携帯電話事業者の経営情報に類する内容も

含まれる場合もあることから、公表内容につい

て適切に検討してまいります。また、「③  NR

化計画の審査」につきましては、可能な限り迅

速に開設計画の変更手続に係る審査を進めて

まいります。 

また、包括免許に該当する様式の改訂につき

ましては、御意見を踏まえ、無線局免許手続規

則の改正案に以下を追加します。 

無線局免許手続規則 別表第二号の四 

注17 16の欄は次によること 

（７）５Ｇ基地局（設備規則第49条の29の２に

規定する技術基準に係る無線設備を使用

す る 基 地 局 の う ち 2,545MHz を 超 え

2,575MHz 以 下 及 び 2,595MHz を 超 え

2,645MHz以下の周波数の電波を使用する

ものに限る。以下この（７）において同じ。）

にあつては、申請者が全国において初めて

開設するものであるときは、免許の有効期

有 
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間における５Ｇ基地局の導入計画及び当

該計画が確実に実施される根拠を記載す

ること。 

        7 包括免許での申請も想定されるため、別表第二号第２ 注21（14）に追加されて

いるものと同様な規定を包括免許の規定にも追加いただくことを希望いたします。 

総合通信局等において周波数割当てが可能な周波数の一覧表である「地域周波数

利用計画策定基準一覧表」について、５Ｇ基地局（設備規則第49条の29の２に規定

する技術基準に係る無線設備）を対象とし「地域周波数利用計画策定基準一覧表」

を改正いただくことを希望いたします。 

【ＵＱコミュニケーションズ株式会社】 

御意見を踏まえ、無線局免許手続規則の改正

案に以下を追加します。 

無線局免許手続規則 別表第二号の四 

注17 16の欄は次によること 

（７）５Ｇ基地局（設備規則第49条の29の２に

規定する技術基準に係る無線設備を使用

す る 基 地 局 の う ち 2,545MHz を 超 え

2,575MHz 以 下 及 び 2,595MHz を 超 え

2,645MHz以下の周波数の電波を使用する

ものに限る。以下この（７）において同じ。）

にあつては、申請者が全国において初めて

開設するものであるときは、免許の有効期

間における５Ｇ基地局の導入計画及び当

該計画が確実に実施される根拠を記載す

ること。 

また、「地域周波数利用計画策定基準一覧

表」の改正につきましては、円滑に４Ｇ周波

数における５Ｇの導入による基地局の開設が

可能となるよう早急に検討してまいります。 

有 

        8 地域課題の解決や様々な産業の高度化等の実現に向けて５Ｇの早期展開が求めら

れており、当社としても昨年度割当てを受けた周波数を利用した基地局設置を推進

しているところです。これに加えて、モビリティの確保等に向けて広域な５Ｇエリ

アを構築するために４Ｇ周波数への５Ｇ導入を今後実施していくことを計画してお

ります。 

４Ｇ周波数への５Ｇ導入にあたり、開設計画の変更等に関する制度整備が必要で

あることから、省令等の改正について賛同致します。なお、今後速やかに施行が行

本改正案への賛同の御意見として承ります。 

開設計画の変更申請に係る審査について

は、可能な限り迅速に進めてまいります。 

４Ｇ周波数への５Ｇ導入に関する計画内容

の公表範囲につきましては、当該計画に周波

数の利活用方針など、各携帯電話事業者の経

営情報に類する内容も含まれる場合もあるこ

無 
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われると共に、変更申請の迅速な審査を希望致します。 

４Ｇ周波数への５Ｇ導入に関する計画については、周波数の利活用方針など、事

業戦略上重要な情報が含まれることから、計画内容を公表される場合には、公表範

囲等について慎重にご検討いただくことを希望致します。 

４Ｇ周波数への５Ｇ導入に関する計画については、将来における事業環境の変化

に応じて、当初計画から変更が必要となる可能性があると想定しております。 

５Ｇ導入計画は全体計画（周波数割当時に認定された開設計画）の内数であると

理解しておりますので、四半期報告においては全体計画の履行状況について評価さ

れることが適切と考えます。 

【ＫＤＤＩ株式会社】 

とから、公表内容について適切に検討してま

いります。四半期報告における履行状況の

評価につきましては、全体計画の履行状況

について評価されることが適切であると考

えます。ただし、４Ｇ周波数帯を使用した

５Ｇ基地局につきましても、４Ｇ周波数へ

の５Ｇ導入に関する計画が認定開設計画の

内数であるため、その履行状況を四半期報

告の中で確認を行うことが適切であると考

えます。 

        9 既存の LTE/3G帯域を 5Gへと転用できるようになるため、改正に賛成いたします。 

一方で現在の 5Gは NSA運用であり、5Gのメリットである高速・低遅延・大容量の

うち高速しかメリットを発揮できていなく、その高速も 5G向け帯域の広さによる

数の暴力としか言いようがないのが現状であります。 

この改正の施行後すぐに既存の周波数帯域を 5Gに転用してしまっては、各バンド

1社あたり 20MHz×2 以下と諸外国よりも狭い帯域を、LTE/3G から 5Gへと割ること

となり、結果として「偽物の 5G」へと電波資源を浪費してしまうことになりま

す。 

5G 端末はほぼ原則として高価なハイエンド端末しか出ておらず、普及が大変難し

い状態です。従いまして、各キャリア既存の契約者に影響なきよう周波数の転用を

進めていただきたいと思うとともに、安価かつ既存の LTE/3G向け帯域に対応した

5G 端末の発売を進めていただきたいと思います。 

そしてこの改正に伴って主に犠牲になるであろう 3Gユーザに対するより一層の支

援が可能となるよう、政府および議会は電気通信事業法の方にも手を入れるのが妥

当であると考えます。  

【個人】 

本改正案への賛同の御意見として承ります。 

いただきました御意見につきましては、今後

の総務省の施策の参考とさせていただきます。 

無 

     
 

   人体への影響の懸念により、５Ｇの導入推進に反対する意見 

【個人：14件】 

我が国では、電波が人体に悪い影響を及ぼす

ことのないよう、科学的知見を基に、十分な安

全率を見込んだ「電波防護指針」を策定し、こ

の指針値は国際基準にも準拠しています。 

無 
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電波の人体への影響については、５Ｇ等で使

われる周波数の電波も含めて、これまで世界各

国で60年以上にわたって研究がなされていま

すが、指針値以下の電波では、人体への悪い影

響は認められていません。 

電波法においても、電波防護指針への適合を

技術基準として求めており、電波による健康被

害が起こらない環境の整備に努めています。 

なお、電波防護指針の考え方などについて

は、総務省のＨＰにある「電波と安心な暮らし」

（※）などをご覧ください。 

     単に５Ｇの導入推進に反対する意見 

【個人：１件】 

５Ｇは、新しいインフラとして、スマート工

場、遠隔医療、自動運転等、様々な用途での活

用が期待されており、５Ｇによって新たなサー

ビスが創出されるとともに、人手不足等の社会

的課題の解決にもつながることを通じ、我が国

の経済成長にも貢献し得ることから、導入が期

待されているところです。 

無 

    
※https://www.tele.soumu.go.jp/resource/j/ele/body/emf_pamphlet.pdf 
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